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   2010 年 5 月 19 日   
各 位                             会社名： 大明大明大明大明株式会社株式会社株式会社株式会社    代表者名： 代表取締役社長 八木橋 五郎 （コード番号： 1943 東証第 1 部）                                  会社名： 株式会社株式会社株式会社株式会社コミューチュアコミューチュアコミューチュアコミューチュア 代表者名： 代表取締役社長 髙江洲 文雄 （コード番号： 1932 東証・大証第１部）                              会社名：    株式会社東電通株式会社東電通株式会社東電通株式会社東電通 代表者名： 代表取締役社長 西村 憲一 （コード番号： 1955 東証第 1 部）   

共同持株会社共同持株会社共同持株会社共同持株会社設立設立設立設立（（（（株式移転株式移転株式移転株式移転））））によるによるによるによる経営統合経営統合経営統合経営統合にににに関関関関するするするする統合契約統合契約統合契約統合契約のののの締結締結締結締結    

及及及及びびびび経営計画経営計画経営計画経営計画のののの策定策定策定策定にににについてついてついてついて      大明株式会社（以下「大明」という。）と株式会社コミューチュア（以下「コミューチュア」という。）と株式会社東電通(以下「東電通」という。) の 3 社は、2009 年 11 月 27 日に経営統合を行うことについての基本合意に達し、同日覚書を締結の上、3 社で統合に向けての協議を進めてまいりました。 本日、3 社はそれぞれの取締役会の決議に基づき、主要事項について合意し、本経営統合に関する統合契約書の締結及び株式移転計画を作成いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 なお、本経営統合は、3 社の定時株主総会及び関係当局の承認等を前提としております。   記  
＜＜＜＜ⅠⅠⅠⅠ．．．．経営統合経営統合経営統合経営統合のののの概要概要概要概要＞＞＞＞     1111．．．．経営統合経営統合経営統合経営統合のののの方法及方法及方法及方法及びびびび株式移転株式移転株式移転株式移転のののの概要概要概要概要((((予定予定予定予定))))        （（（（１１１１））））経営経営経営経営統合統合統合統合のののの方法方法方法方法    ①3 社は、2010 年 10 月 1 日に、共同株式移転を行うことにより共同持株会社を設立し、事業会社である3 社は、その子会社として、当該持株会社の傘下に入ります。 ②その後、3 社の経営資源を最大限に活かし各事業の強化・効率化及び新規分野の開拓等を積極的に推進するとともに、統合効果を十分に発揮するための最適な体制の構築と方法を早期に検討してまいります。     
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（（（（２２２２））））経営統合経営統合経営統合経営統合・・・・株式移転株式移転株式移転株式移転ののののスケジュールスケジュールスケジュールスケジュール（（（（予定予定予定予定））））    2010 年 5 月 19 日 統合契約書の締結及び株式移転計画の作成（本日） 2010 年 6 月 29 日 3 社定時株主総会における決議 2010 年 9 月 27 日 3 社株式の取引最終日（東京証券取引所）及び コミューチュア株式の取引最終日（大阪証券取引所） 2010 年 9 月 28 日 3 社の株式の上場廃止日（東京証券取引所）及び コミューチュア株式の上場廃止日（大阪証券取引所） 2010 年 10 月 1 日 共同持株会社の設立 2010 年 10 月 1 日 共同持株会社の上場日（東京証券取引所/大阪証券取引所） 上記は現時点での予定であり、経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、3社で協議し合意の上で変更することがあります。     （（（（３３３３））））株式移転株式移転株式移転株式移転にににに係係係係るるるる割当割当割当割当のののの内容内容内容内容    3 社の株式移転に関する割当ての内容は、下記のとおりです。   大明 コミューチュア 東電通 株式移転比率 1 0.77 0.24  （注１） 本株式移転に係る株式の割当ての詳細 大明の普通株式 1 株に対して共同持株会社の普通株式 1 株、コミューチュアの普通株式 1 株に対して共同持株会社の普通株式 0.77 株、東電通の普通株式 1 株に対して共同持株会社の普通株式 0.24 株をそれぞれ割当て交付いたします。但し、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、3 社による協議の上、変更することがあります。また、共同持株会社の単元株式数は 100 株といたします。 （注２）  共同持株会社が本株式移転により発行する新株式数 普通株式 85,381,866 株 上記数値は、2010 年 3 月 31 日時点における、大明の発行済株式総数（41,112,324 株）、コミューチュアの発行済株式総数（44,915,329株）及び東電通の発行済株式総数（40,353,080株）に基づいて算出しておりますので、変動することがあります。     （注３） 単元未満株式の取り扱いについて 本株式移転により大明、コミューチュア及び東電通の株主の皆様に割当てられる共同持株会社の株式は東京証券取引所及び大阪証券取引所に新規上場申請を行うことが予定されており、当該申請が承認された場合、共同持株会社の株式は東京証券取引所及び大阪証券取引所での取引が可能となり、大明の株式を 100 株以上、コミューチュアの株式を 130 株以上、または東電通の株式を 417 株以上、保有するなどして、本株式移転により共同持株会社の株式の単元株式数である 100 株以上の共同持株会社の株式の割当てを受ける大明、コミューチュア、東電通の株主の皆様に対しては、引き続き共同持株会社の株式の流動性を提供できるものと考えております。 なお、100 株未満の共同持株会社の株式の割当てを受ける大明、コミューチュア、東電通の株主の皆様につきましては、かかる割当てられた株式を東京証券取引所及び大阪証券取引所、その他の金融商品取引所において売却することはできませんが、そのような単元未満株式を
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保有することとなる株主の皆様は、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取ることを請求することが可能です。 また、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元となる数の株式を共同持株会社から買い増すことも可能です。 （注４） 1 株に満たない端数の取扱い 割当の結果 1 株に満たない端数の交付を受けることとなる株主の皆様においては、会社法第234 条その他関係法令の定めに従い、1 株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。  （（（（４４４４））））当該組織再編当該組織再編当該組織再編当該組織再編にににに係係係係るるるる割当割当割当割当のののの内容内容内容内容のののの算定根拠等算定根拠等算定根拠等算定根拠等    ①①①①公正性公正性公正性公正性をををを担保担保担保担保するためのするためのするためのするための措置措置措置措置    3 社は株式移転比率の算定にあたり、公正性を期すため、大明は、みずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」という。）に、コミューチュアは、日興コーディアル証券株式会社（以下「日興コーディアル証券」という。）に、東電通は、野村證券株式会社（以下｢野村證券｣という。）に移転比率の算定を依頼しました。 なお、大明、コミューチュア、東電通はそれぞれ第三者算定機関よりフェアネスオピニオン（公正性に関する評価）は取得しておりません。     ②②②②算定算定算定算定のののの基礎基礎基礎基礎    みずほ証券は、3社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価基準法による算定を行い、また、市場株価基準法に加え、3社の将来の事業活動の状況を評価に適切に反映するためにディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」という。）による算定を行うとともに、3社と類似の事業を営む上場企業が複数存在することから類似企業比較法による算定も行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の評価レンジは、大明の普通株式1株に 対する、コミューチュア及び東電通の普通株式の評価レンジを記載したものです。  採用手法 コミューチュア 株式移転比率の評価レンジ 東電通 株式移転比率の評価レンジ ① 市場株価基準法 0.77～0.80 0.24～0.25 ② ＤＣＦ法 0.63～0.89 0.18～0.31 ③ 類似企業比較法 0.69～0.99 0.05～0.11  なお、市場株価基準法については、平成22年5月18日を算定基準日として、算定基準日の株価、算定基準日から遡る1週間の終値平均株価、1ヶ月間の終値平均株価、3ヶ月間の終値平均株価、並びに6ヶ月間の終値平均株価を採用いたしました。 みずほ証券は、株式移転比率の算定に際して、3社から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、3社及びその関係会社の資産または負債（偶発債務を含む。）もしくは各種引当について、個別の資産及び負債ならびに引当の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行っておらず、第三者機関への鑑定または査定の依頼も行っておりません。みずほ証券の比率算定は、平成22年5月18日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、また、3社の財務予測（利益計画その他の情報を含む。）については、3社の経営陣により現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としております。 
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日興コーディアル証券は、3社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価法による算定を行い、また、市場株価法に加え、3社と類似の事業を営む上場会社が複数存在することから、類似上場会社比較法による算定を行うとともに、3社の将来の事業活動の状況を評価に適切に反映するためにディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」という。）による算定も行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の評価レンジは、大明の普通株式１株に対する、コミューチュア及び東電通の普通株式の評価レンジを記載したものです。  採用手法 コミューチュア 株式移転比率の評価レンジ 東電通 株式移転比率の評価レンジ ① 市場株価法 0.720～0.829 0.218～0.261 ② 類似上場会社比較法 0.770～0.908 0.044～0.057 ③ ＤＣＦ法 0.612～0.843 0.243～0.361  市場株価法については、平成22年5月17日を算定基準日として、大明及びコミューチュアについては、両社の平成22年3月期に関する決算短信公表（大明：平成22年5月12日、コミューチュア：平成22年5月13日）後から算定基準日までの終値平均株価を、東電通については、「業績予想及び配当予想の修正」の公表（平成22年4月28日）後から算定基準日までの終値平均株価を、また、算定基準日から遡る3社それぞれの1ヶ月間の終値平均株価及び3ヶ月間の終値平均株価を採用し、株式移転比率を算定しました。 類似上場会社比較法については、3社と業種・ビジネスモデル・規模等で比較的類似する上場会社の市場株価や財務指標との比較を行い、株式移転比率を算定しました。 DCF法については、3社からそれぞれ入手した事業計画、直近業績の動向、3社が属する情報通信エンジニアリング業界のマクロ動向等を考慮した、平成23年3月期以降の将来の収益予想に基づき、3社が将来生み出すフリー･キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて、株式移転比率を算定しました。 日興コーディアル証券は、株式移転比率の算定に際して、大明、コミューチュア及び東電通の資産及び負債に関して、日興コーディアル証券による独自の評価若しくは査定、または公認会計士その他の専門家を交えた精査を行っていません。また、日興コーディアル証券は、大明、コミューチュア及び東電通に関するそれぞれの資産または負債に関する第三者からの独立した評価等を受領していません。一方で、日興コーディアル証券は、株式移転比率の算定に当たり参照可能な大明、コミューチュア、東電通及び他社の財務情報、市場データ及びアナリスト・レポート等の一般に公開されている情報、並びに財務、経済及び市場に関する指標等を用いています。日興コーディアル証券は、大明、コミューチュア及び東電通の株式移転比率の算定に重大な影響を与える可能性のある未開示の情報は存在しないことを前提としております。また、本件の株式移転比率の算定は、その算定に当たり日興コーディアル証券が使用した各種情報及び資料が正確かつ完全であること、及び当該情報・資料に含まれる大明、コミューチュア及び東電通の将来の事業計画や財務予測が、各当事者の現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に作成されていることを前提として、当該情報及び資料の正確性、妥当性及び実現可能性等につき検証等を経て、行われております。 なお、日興コーディアル証券がDCF法の前提とした将来の事業計画については、大明及び東電通につきましては大幅な増益または減益が見込まれている事業年度がありますが、コミューチュアにつきましては大幅な増減益は見込まれておりません。    
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野村證券は、3社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価平均法による算定を行うとともに、類似会社比較法、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」という。）、貢献度分析による算定を行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、以下の株式移転比率の算定レンジは、大明の普通株式1株に対する、コミューチュア及び東電通の普通株式の算定レンジを記載したものです。  採用手法 コミューチュア 株式移転比率の算定レンジ 東電通 株式移転比率の算定レンジ ①  市場株価平均法 0.77～0.80 0.24～0.25 ②  類似会社比較法 0.46～0.87 0.08～0.29 ③   DCF法 0.56 0.24 ④  貢献度分析 0.46～0.84 0.14～0.45  なお、市場株価平均法については、平成22年5月18日を算定基準日として、算定基準日の株価、算定基準日から遡る1週間、1ヶ月間、3ヶ月間、並びに6ヶ月間のそれぞれの期間の終値平均株価、並びに3社の経営統合に関する憶測報道がなされた平成21年11月27日から算定基準日までの期間の終値平均株価、東電通の平成22年4月28日付「業績予想および配当予想の修正に関するお知らせ」公表日から算定基準日までの期間の終値平均株価を採用いたしました。 野村證券は、株式移転比率の算定に際して、3社から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を、原則として使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、3社及びその関係会社の資産または負債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）もしくは各種引当について、個別の資産及び負債ならびに引当の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行っておらず、第三者機関への鑑定または査定の依頼も行っておりません。野村證券の株式移転比率算定は、平成22年5月18日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、また、3社の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）については、3社の経営陣により現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に検討または作成されたことを前提としております。 なお、野村證券がDCF法の前提とした将来の利益計画については、大明及び東電通につきましては大幅な増益または減益が見込まれている事業年度がありますが、コミューチュアにつきましては大幅な増減益は見込まれておりません。  ③③③③算定算定算定算定のののの経緯経緯経緯経緯    上記記載のとおり、大明はみずほ証券に、コミューチュアは日興コーディアル証券に、東電通は野村證券に、本株式移転に用いられる株式移転比率の算定を依頼し、当該第三者算定機関による算定結果を参考に、それぞれ3社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、3社で株式移転比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、合意いたしました。     ④④④④算定機関算定機関算定機関算定機関とのとのとのとの関係関係関係関係    算定機関であるみずほ証券、日興コーディアル証券、野村證券は、いずれも大明、コミューチュアまたは東電通の関連当事者には該当せず、本株式移転について記載すべき重要な利害関係は有しません。     
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（（（（５５５５））））利益相反利益相反利益相反利益相反をををを回避回避回避回避するためのするためのするためのするための措置措置措置措置    大明、コミューチュア、東電通は親会社と子会社の関係にはなく、また 3 社間に役員の兼任もないことから、特段の措置を講じておりません。     （（（（６６６６））））株式移転完全子会社株式移転完全子会社株式移転完全子会社株式移転完全子会社となるとなるとなるとなる会社会社会社会社のののの自己株式及自己株式及自己株式及自己株式及びびびび相互保有株式相互保有株式相互保有株式相互保有株式（（（（2010201020102010 年年年年 3333 月末月末月末月末））））    大明は自己株式 2,033,681 株を、コミューチュアは自己株式 213,530 株を、東電通は自己株式 32,600株をそれぞれ保有しております。また、大明はコミューチュアの普通株式 181,000 株を保有、コミューチュアは大明の普通株式 197,000 株及び東電通の普通株式 90,000 株を保有、東電通はコミューチュアの普通株式 11,840 株を相互に保有しております。 これらの自己株式及び相互保有株式についても株式移転の対象となります。     （（（（７７７７））））株式移転完全子会社株式移転完全子会社株式移転完全子会社株式移転完全子会社となるとなるとなるとなる会社会社会社会社のののの新株予約権及新株予約権及新株予約権及新株予約権及びびびび新株予約権付社債新株予約権付社債新株予約権付社債新株予約権付社債にににに関関関関するするするする取扱取扱取扱取扱いいいい    大明、コミューチュア、東電通は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。     （（（（８８８８））））共同持株会社共同持株会社共同持株会社共同持株会社のののの上場上場上場上場にににに関関関関するするするする事項事項事項事項（（（（予定予定予定予定））））    新たに設立する共同持株会社は、東京証券取引所及び大阪証券取引所に新規に上場申請を行う予定です。その上場日につきましては、証券取引所の規則などに基づき決定される予定ですが、株式移転を行う 2010 年 10 月 1 日を予定しております。 なお、株式移転に伴い、現在東京証券取引所に上場しております 3 社の株式及び大阪証券取引所に上場しておりますコミューチュアの株式は、2010 年 9 月 27 日が取引最終日となり、翌日に上場廃止となる予定です。  （（（（９９９９））））株式移転株式移転株式移転株式移転のののの当事会社当事会社当事会社当事会社のののの概要概要概要概要    3 社は、ともに情報通信エンジニアリング事業を主要業務としています。3 社それぞれの概要については、別紙 1 をご参照下さい。 
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２２２２．．．．共同持株会社共同持株会社共同持株会社共同持株会社のののの概要概要概要概要（（（（予定予定予定予定））））     2010 年 10 月１日に設立する共同持株会社の概要は、以下のとおりです。 商号 株式会社ミライト・ホールディングス （英文：MIRAIT Holdings Corporation） 本店所在地 東京都江東区 代表者 代表取締役社長 八木橋 五郎 代表取締役副社長 髙江洲 文雄 代表取締役副社長 西村 憲一 事業内容 電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事及びこれらに関連する事業を行う子会社及びグループ会社の経営管理ならびにこれらに附帯する業務 資本金、資本準備金 資本金 70億円、資本準備金 20億円 発行予定株式数 85,381,866 株 単元株式数 100 株 上場証券取引所 東京証券取引所・大阪証券取引所 会計監査人 東陽監査法人 株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 決算期 3 月 （注）共同持株会社の商号及びシンボルマークについては、別紙 2 をご参照ください。  ３３３３．．．．共同持株会社共同持株会社共同持株会社共同持株会社のののの経営体制経営体制経営体制経営体制（（（（予定予定予定予定））））     共同持株会社の経営体制は、以下のとおりです。  （（（（１１１１））））    就任予定役員一覧就任予定役員一覧就任予定役員一覧就任予定役員一覧（（（（候補者候補者候補者候補者））））    2010 年 10 月１日に設立する共同持株会社の最初の役員は、以下の予定です。  氏 名 現 職 代表取締役社長 八木橋 五郎 大明株式会社 代表取締役社長 代表取締役副社長 髙江洲 文雄 株式会社ｺﾐｭｰﾁｭｱ 代表取締役社長 代表取締役副社長 西村 憲一 株式会社東電通 代表取締役社長 取締役 鷲山 幾男 株式会社東電通 常務取締役 取締役 野村 純一 大明株式会社 取締役 取締役 児玉 結介 株式会社ｺﾐｭｰﾁｭｱ 取締役 取締役（社外） 田辺 克彦 田辺総合法律事務所 代表者 弁護士 取締役（社外） 薦野 寧 ｺﾓﾉｱﾝﾄﾞｽﾀﾝﾄﾝ株式会社 代表取締役社長 監査役 高島 洋一 大明株式会社 常勤監査役 監査役 髙橋 信敏 株式会社ｺﾐｭｰﾁｭｱ 常務取締役 監査役（社外） 宇垣 義昭 日比谷総合設備株式会社 代表取締役副社長 監査役（社外） 大工舎 宏 株式会社ｱｯﾄｽﾄﾘｰﾑ ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 公認会計士 （注）補欠監査役に髙宮 洋一（城西国際大学 経営情報学部 客員教授）を予定しております。 
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（（（（２２２２））））共同持株会社共同持株会社共同持株会社共同持株会社のののの機能機能機能機能とととと組織組織組織組織    共同持株会社の機能としては、企画・財務・総務等の経営管理機能の他、グループのシナジー効果を追求するため事業効率化や新規分野開拓の企画・戦略機能を持つ予定です。 共同持株会社の組織としては、経営企画部、事業推進部、事業開発部、財務部、総務人事部、リスク管理室を設置し、人員は約 50 名を予定しています。 組織図については、別紙 3 をご参照下さい。  （（（（３３３３））））新新新新グループグループグループグループのののの機関設計及機関設計及機関設計及機関設計及びびびびガバナンスガバナンスガバナンスガバナンス体制体制体制体制     ①共同持株会社は、取締役会及び監査役会設置会社とする予定です。  ②各事業会社（3 社）の社長については、共同持株会社の取締役（兼務）となる予定です。  ③取締役の内の 2 名、監査役の内の 2 名は、それぞれ社外取締役、社外監査役となる予定です。  ④グループの内部統制、内部監査を担当する組織として、リスク管理室を設置する予定です。  ４４４４．．．．会計処理会計処理会計処理会計処理のののの概要概要概要概要     本株式移転は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月 26 日）における「取得」に該当するため、パーチェス法により会計処理されます。 取得原価は、被取得企業から取得した資産及び引受けた負債の企業結合日時点の時価を基礎として、各資産及び負債に配分いたします。 当該取得原価の配分の結果、「のれん」または「負ののれん」の発生が想定されますが、金額は現時点では未定であります。  ５５５５．．．．今後今後今後今後のののの見通見通見通見通しししし         持株会社設立後の 2011 年 3 月期業績予想については、現在精査中であり、確定次第お知らせいたします。  
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＜＜＜＜ⅡⅡⅡⅡ．．．．新新新新グループグループグループグループのののの経営経営経営経営計画計画計画計画＞＞＞＞          １１１１．．．．新新新新グループグループグループグループをををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく経営環境経営環境経営環境経営環境とととと今後今後今後今後のののの課題課題課題課題                新グループを取り巻く事業環境は、近年大きく変化しております。次世代ネットワーク（NGN）の着実な広がりやモバイルネットワークの世代交代が急速に進み、情報通信インフラの拡充から本格的なブロードバンド・ユビキタスサービスが開花する時代に入ってきました。   また、人類共通の課題である環境やエネルギー問題の解決に向け、情報通信・エネルギー供給・環境センサーなどを統合した新しい社会インフラ構築の動きも顕在化してきております。   このような環境変化に対応し情報通信エンジニアリング企業も従来の情報通信インフラ構築だけではなく、通信の多様なサービス、ユーザ設備の高度化、環境・エネルギー問題への対応など、より幅の広い事業エリアで信頼のおける高品質なサービスの実現とお客様への最適なソリューションの提供を求められています。 このような要望に応えるため新グループとして、情報通信技術の進化や成長分野の拡充に向けた新たな価値創造が急務になっています。  ２２２２．．．．新新新新グループグループグループグループにおけるにおけるにおけるにおける経営経営経営経営のののの基本理念基本理念基本理念基本理念   ①情報通信技術を核とし、常に新しい価値を創造する、「総合エンジニアリング＆サービス会社」（別紙 4参照）として、お客様から最高の満足と信頼を得られる日本のリーディングカンパニーを目指します。 ②安全と品質を大切に、最高のサービスを提供することによって豊かで快適な社会の実現に寄与します。 ③企業の社会的責任を果たし、常に人間を尊重する企業として、人や社会と共存共栄する企業であり続けます。     ３３３３．．．．経営経営経営経営のののの基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略            企業価値の最大化を図ることにより、お客様や株主様を始め、各ステークホルダーから最も信頼される会社として評価され、常に革新的な企業として成長するグループを目指します。  （（（（１１１１））））事業領域事業領域事業領域事業領域のののの拡大拡大拡大拡大    ①従来の通信インフラ建設を中心とした事業分野を今後は企画・設計、建設、保守・運用といった上流から下流工程へと幅を広げ、総合的に通信インフラとの関わりを拡大していきます。 ②サービスの品質を左右するネットワークプラットホームに精通している強みを生かし、ＮＩ （ネットワークインテグレーション）を中心に、アプリケーションなどの上位レイヤから機器設置・配線工事といった下位レイヤまで、お客様から安心してお任せいただけるようトータルソリューションを提供していきます。 ③有線、無線技術はもとよりシステム構築のＩCＴ技術及びそれらの保守・運用ノウハウ、ビル内外の配電技術など 3 社がこれまで培ってきた技術と経験で、環境、エネルギーなどこれからの統合的な社会インフラの創造に寄与していきます。         
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    （（（（２２２２））））事業運営事業運営事業運営事業運営ととととグループグループグループグループ運営体制運営体制運営体制運営体制    ①全国的サービス体制の充実、幅広い高度技術者の育成に積極的に取り組み、「全国どこでも、多様で高度なサービスを、ワンストップで」提供できる体制を充実させます。 ②3 社の経営資源を最大限活用するとともに、各事業分野での取り組みの特長・得意分野を組合わせることによってシナジー効果を発揮させ、経営基盤の強化を図ります。 ③持株会社の事業戦略機能を強化することにより、「総合エンジニアリング&サービス会社」への転換を促進するとともに、3 社のグループ会社も含めた全事業を戦略的に再編・統合し、持株会社の下に新たな事業会社を設立するなど、経営統合効果を最大限に発揮するための最適な体制を検討してまいります。     ４４４４．．．．経営目標経営目標経営目標経営目標及及及及びびびび中期事業計画中期事業計画中期事業計画中期事業計画        （（（（１１１１））））経営目標経営目標経営目標経営目標     ・2013 年度（持株会社発足 4 年後）には、売上高 2,800億円、営業利益 120億円の達成を目指します。  ・営業利益率 4％以上を継続的に実現する経営基盤を構築いたします。   （（（（２２２２））））    中期事業計画中期事業計画中期事業計画中期事業計画            2009 年度 （2009.4～2010.3） 2010 年度 （2010.4～2011.3） 2011 年度 （2011.4～2012.3） 2012 年度 （2012.4～2013.3） 2013 年度 （2013.4～2014.3） 売上高  2,553 億円  2,580 億円 2,630 億円 2,700 億円 2,800 億円   NTT  1,145 億円  1,115 億円 1,070 億円 1,030 億円 1,000 億円   モバイル   749 億円   720 億円 750 億円 780 億円 800 億円   ＩCＴ・総設   659 億円   745 億円 810 億円 890 億円 1,000 億円 営業利益    84 億円    80 億円 100 億円 110 億円  120 億円 営業利益率       3.3%       3.1%    3.8%    4.1% 4.3% （注）１．2009 年度の数値は 3 社の決算の単純合計です。 ２．2010年度の数値は3社の上期数値と持株会社設立後の下期数値でありますが、2010年度全体数値として計画するものであります。     ５５５５．．．．経営統合経営統合経営統合経営統合によるによるによるによるシナジーシナジーシナジーシナジー効果及効果及効果及効果及びびびび合理化合理化合理化合理化施策施策施策施策、、、、成長戦略成長戦略成長戦略成長戦略     共同で設立する持株会社は、3 社と共同で事業効率化や新規分野開拓を推進するためのプロジェクトを直ちに立ち上げます。これらのプロジェクト推進を通じて、持株会社は最適な施工体制構築や業務運営の効率化などを推進するとともに、新規分野に経営資源を集中して投入するなど早期にシナジー効果を実現してまいります。これらプロジェクトの推進責任者は、代表取締役副社長をはじめ持株会社経営陣がその任に当たります。  2013 年度における経営統合効果は、約 60億円の営業利益改善を目標としております。この中期経営目標達成のための各事業における合理化施策・成長戦略は以下のとおりです。   
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 （（（（１１１１））））    NTTNTTNTTNTT 事業事業事業事業    ・3 社の事業エリアごとのベストプラクティス（体制、要員、コスト等）をベースとして､業務実態に合わせた最適な施工フォーメーションを構築し、子会社・協力会社を含めた徹底した生産性向上を推進します。 ・業務フローを見直し、各種ＩＴシステムを共通化するとともに、経営資源の相互活用や業務集約を推進することにより、業務運営の更なる効率化を推進します。 ・これまでに培った 3 社の技術・ノウハウを活用し、ホームネットワーク、データセンターなど関連分野での事業領域拡大を図ります。 ・並行して経営統合効果の最大化を図るため、コアとなる子会社などの再編成を検討し、高効率で安全・品質・お客様満足度の高い経営体制を実現してまいります。  （（（（２２２２））））    モバイルモバイルモバイルモバイル事業事業事業事業    ・3 社の経営資源の集約による営業力強化と徹底した生産性向上により、基地局工事だけではなく、ネッ トワーク管理や保守・運用等高付加価値業務の受注拡大を図ります。 ・全国的な施工体制を充実・強化し、LＴＥ、WiMAX 等の新たなサービスの進展を契機に、業務範囲と受注を拡大するとともに、移動通信で培った技術・ノウハウを活用し、関連分野等での事業領域拡大を図ります。 ・並行して経営統合効果の最大化を図るため、3 社の事業運営方法を検討し、最適な営業体制、施工体制を実現してまいります。  （（（（３３３３））））    ＩＩＩＩCCCCＴＴＴＴ・・・・総合設備事業総合設備事業総合設備事業総合設備事業    ・3 社の営業情報を共有し、ジョイントベンチャーでの共同受注、新規ビジネスのインキュベーションなど協働的ビジネス推進のスキームを構築してビジネスの拡大を図ります。 ･効率化により創出された人材を重点分野に投入するとともに、高度な技術者を育成することにより、ソリューションビジネスや新規ビジネス開拓など事業領域の拡大を図ります。 ・国内のみならず、経済発展の著しいアジアを中心としたグローバル市場においても、ビジネスの展開を検討していきます。 ・並行して経営統合効果の最大化を図るため、独立して事業を推進することが有利な分野については、3社事業の再編成や他企業との提携、M＆A などにより、新事業会社を持株会社の下に設立するなど最適な事業運営体制を検討し、トータルな企業価値の向上に努めてまいります。  （（（（４４４４））））共通業共通業共通業共通業務務務務    ・3 社の基幹システムをはじめ各種ＩＴシステムの統一を進め、共通業務の徹底した効率化・迅速化を図ります。 ・持株会社の下に CMS を構築して資金の有効活用を進めるとともに、資金業務の効率化、資金コストの  削減を進めます。 ・3 社の資材調達業務、共通業務を効率化するため、持株会社の下に資材調達会社や共通業務シェアードサービス会社の設立を進めてまいります。 ・3 社の不動産や重複している経営資源を徹底的に見直し、資産価値の向上と管理コストの改善を推進 します。 以 上 
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　　　　　　　　≪≪≪≪　　　　当事会社当事会社当事会社当事会社のののの概要概要概要概要　　　　≫≫≫≫ 【別　紙　1】（（（（１１１１））））各社概要各社概要各社概要各社概要（（（（2010201020102010年年年年3333月期月期月期月期////連結連結連結連結ベースベースベースベース））））商号 大明株式会社大明株式会社大明株式会社大明株式会社 株式会社株式会社株式会社株式会社コミューチュアコミューチュアコミューチュアコミューチュア 株式会社東電通株式会社東電通株式会社東電通株式会社東電通設立年月 　1960年　6月  1946年　2月本店所在地 　東京都品川区西五反田二丁目11番20号 　大阪市西区江戸堀三丁目3番15号  東京都港区東新橋二丁目3番3号代表者 　代表取締役社長　八木橋五郎 　代表取締役社長　髙江洲文雄 　代表取締役社長　西村憲一資本金 　56億円 　38億円 　38億円主な事業内容 　ＮＴＴﾈｯﾄﾜｰｸｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 　ＮＴＴ情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 　ＮＴＴ事業　ﾓﾊﾞｲﾙﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭｰｼｮﾝ事業 　通信ﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭｰｼｮﾝ事業 　ｷｬﾘｱ事業　ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ事業 　総合設備ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 　ＩＣＴ事業　総合設備ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 　情報ｻｰﾋﾞｽ事業等 　総合ｼｽﾃﾑ事業大株主 　日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行(株）信託口 12.4% 　住友電気工業（株） 45.2% 　（株）みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 5.0%(2010年3月末時点） 　日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行（株）信託口　 7.6% 　住友電設（株） 7.2% 　（株）三井住友銀行 5.0%(上位5位）    ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ　ｶﾝﾊﾟﾆｰ 5.8% 　日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行（株）信託口　　 3.7% 　（株）三菱東京ＵＦＪ銀行 5.0%　日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行(株）信託口9 3.4% 　日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行(株）信託口 2.3% 　みずほ信託退職給付信託（みずほ銀行口）  古河電気工業（株） 3.1% 　（株）ｿﾙｺﾑ 1.5% 　再信託受託者資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託 5.0%　日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行（株）信託口　　　 4.1%従業員数 　3,011人 　2,702人 　1,233人決算期 　3月 　3月 　3月純資産 　465億円 　445億円 　152億円総資産 　664億円 　618億円 　309億円売上高 　1,157億円 　920億円 　477億円経常利益 　48億円 　35億円 　8億円 　（各種数値は四捨五入）（（（（２２２２））））3333社社社社のののの事業事業事業事業のののの補完性補完性補完性補完性についてについてについてについて

　1944年　12月

3社は、主に①営業基盤、②事業エリア、③得意分野において、以下の補完性を有しています。①営業基盤では、モバイル事業・ＩＴ事業・ＮＴＴ事業についてお互いの施工体制等を連携することにより、全国規模での受注が可能になる等、補完が可能。②事業エリアでは、東日本エリアと西日本エリアを効率的にカバーでき、人材の相互活用及び全国的な施工体制の強化が可能。③得意分野においては、モバイル技術、ＩＴ技術、高度ＩＰ技術、電気設備技術とそれぞれ特色のある技術でお互いの補完が可能。



共同持株会社の商号及びシンボルマーク  （１） 商号        
株式会社ミライト・ホールディングス 

（英文：MIRAIT Holdings Corporation）  （２）シンボルマーク      ◆商号について  私達の希望をのせた未来に向けて、煌々と輝ける光の束を放ち、行く先を照らしながら、お客様とともに成長し続ける総合エンジニアリング＆サービス企業。それが私達、 『ＭＩＲＡＩＴ（ミライト）』です。「未来」､「ＩＴ」の２つの言葉を包含し、私達のこの新しい決意を簡潔に表現しています。  ＜２つのキーワード＞   ①ＭＩＲＡＩＴ ・・・ 「未来」   ②ＭＩＲＡＩＴ ・・・ 「Information Technology」/「Integration Technology」  ◆シンボルマークについて  「未来と（共に）」とも読めるこの社名は、これまで私達が通信建設業において培ってきた確かな技術力を土台とし、新しい時代の求める統合的な社会インフラ構築への貢献に対する次の『３つの思い』を３本の太いラインで象徴化。それらを繋ぎ、高品質な事業がグローバルに拡がる様子をゴールドのアークのラインで表現し、全体を「Ｍ」のイメージとしました。未来を切り拓いて行こうとする私達の針路の象徴でもあります。  ＜３つの思い＞ ①事業ドメインの「幅」を広げる     ⇒ 上流から下流工程の拡大 （企画・設計、建設、保守・運用等） ②事業ドメインの「高さ」を極める    ⇒ ＮＩ＋上位レイヤ＋下位レイヤまでの トータル提案 ③新しい事業ドメインへの展開を図る  ⇒ 電気、環境、エネルギー分野等、将来の 統合的な社会インフラの創造に寄与 

【別紙２】 
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共同持株会社の組織図
【別 紙 ３】
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担当業務：内部統制、内部監査
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